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（注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

１. 17年 3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績

％
17年  3月期 11.5
16年  3月期 3.0

  

％
17年  3月期 28.7
16年  3月期 121.1
(注)①持分法投資損益 17年 3月期            607 百万円    16年 3月期            562 百万円
    ②期中平均株式数（連結） 17年 3月期    486,996,508 株　  　　16年 3月期    482,483,804 株
    ③会計処理の方法の変更 有
    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態

百万円
17年  3月期

16年  3月期

(注)期末発行済株式数（連結） 17年 3月期    491,570,512 株　　　  16年 3月期    482,422,505 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円

17年  3月期

16年  3月期

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  29　社   持分法適用非連結子会社数　2　社   持分法適用関連会社数　16　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   1 社   （除外）   1 社    持分法（新規）   - 社   （除外）    - 社

２. 18年 3月期の連結業績予想（平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日）
　 当 期 純 利 益

百万円

中間期 148,000
通　期 305,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   30 円 51 銭 

※　上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の経済環境予想等の前提に基づいて作成したものであり、実際の業績は、
　今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる場合があります。
　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の11ページを参照してください。

百万円

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益

29,703
32,212

328,248
315,742

百万円

百万円

251,116
280,033

当 期 純 利 益

10,554
13,587

％

7.8
7.09.7

11.1
21.70

円  銭

27.70

売 上 高
経常利益率

％

6.8
5.6

１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

百万円

21,451
25,585

19.1
19.3
％

24.3
％百万円

21,897

％

39.717,610

総 資 本
経常利益率

円  銭

－
21.69

114,964
130,715

株  主  資　本
百万円

総  資  産 株主資本比率 １株当たり株主資本

営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

36.4
39.8

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

％ 円  銭

238.13
265.71

△ 8,512 △ 20,156
△ 22,438 6,630

7,724
百万円百万円

△ 8,102

売   上   高 経　常　利　益
百万円

11,000
24,000 15,000

百万円

7,000



＜添付資料＞ 
 

企業集団の状況 
 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（電気化学工業株式会社）及び子会社５０社、
関連会社５３社より構成されており、有機系素材、無機系素材、電子材料、機能・加工製品の製造、
販売を主たる業務としているほか、これらに附帯するサービス業務等を営んでおります。 
各事業における当社及び関係会社の位置付け等は、次のとおりであります。 
なお、次の事業区分は、「セグメント情報 １．事業の種類別セグメント情報」の区分と同一で
あります。 

事業区分 主 要 な 会 社 

   有機系素材 
当社、千葉スチレンモノマー㈲、デンカシンガポールP.L.、 
東洋スチレン㈱、その他５社                （計  ９社） 

   無機系素材 
当社、日之出化学工業㈱、西日本高圧瓦斯㈱、デンカアヅミン㈱、 
デンカ生コン高山㈱、その他５４社            （計５９社） 

   電子材料 
当社、デンカアドバンテックP.L.、デナールシラン㈱、 
その他５社                        （計  ８社） 

機能・加工製品 
当社、デンカ生研㈱ 、デンカポリマー㈱、中川テクノ㈱、 
その他９社                        （計１３社） 

   その他 
山富商事㈱、デンカエンジニアリング㈱、 
その他１８社                                       （計２０社） 

（注）各事業区分毎の会社数は、複数の事業を営んでいる会社の場合にはそれぞれに含めて記載しております。 
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以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※デンカ生研㈱は、株式をジャスダックに上場しております。 

製造会社
 （連結子会社） 

日之出化学工業㈱ 

デンカアヅミン㈱ 

 

（連結子会社） 

千葉スチレンモノマー㈲ 

 

製造会社
 

（連結子会社） 

デンカポリマー㈱ 

中川テクノ㈱ 

㈲デンカコスメティクス 

（持分法適用関連会社） 

十全化学㈱ 

（その他）６社 

製造販売会社
 

（連結子会社） 

シー･アール･ケイ㈱ 

（持分法適用関連会社） 

東洋スチレン㈱ 

湘南積水工業㈱ 

デナック㈱ 

スズカケミー㈱ 

（その他）１社 

製造販売会社
 

得 
 
 

意 
 
 

先 

（連結子会社） 

㈱トーヨーアドテック 

デナールシラン㈱ 

（その他）１社 

 

製造販売会社
 

（連結子会社） 
ﾃﾞﾝｶｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙP.L. 

製造販売会社
 

販売会社
 （連結子会社） 

山富商事㈱ 

日動産業㈱ 

（持分法適用関連会社） 

菱三商事㈱ 

（その他）３社 

（連結子会社） 

 デンカ生研㈱ ※ 

製造販売会社
 

ｻｰﾋﾞｽ・その他
 （連結子会社） 

㈲房総産業 

㈲群馬産業 

㈲青海メインテナンス 

㈲黒姫総業 

㈲姫川産業 

デンカエンジニアリング㈱ 

㈲青海電化商事 

㈲糸魚川タクシー 

（持分法適用関連会社） 

黒部川電力㈱ 

（その他）５社 

製 品 

サービス等 

技術供与等 

（連結子会社） 

デンカ高純度ガス㈱ 

製造会社
 

（連結子会社） 

西日本高圧瓦斯㈱ 

浅見産業㈱ 

金沢デンカ生コン㈱ 

デンカ生コン高山㈱ 

㈱デンカリノテック 

（持分法適用非連結子会社） 

蒲原生コン㈱ 

藤中産業㈱ 

（持分法適用関連会社） 

帝酸アセチレン㈱ 

関東アセチレン工業㈱ 

東日本高圧㈱ 

須沢生コン㈱ 他５社 

（その他）４０社 

 

製造売会社
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デンカ化工㈱ 
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ﾃﾞﾝｶｱﾄﾞﾊﾞﾝﾃｯｸP.L. 

 

製造販売会社
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経 営 方 針 

１． 経営の基本方針 
当社グループでは、青海工場の石灰石原石山や水力を中心とした低コスト自家発電設備などの

保有資源と有機、無機、セメントにわたる幅広い技術蓄積とを最大限に活用した“特色と存在感の

ある化学メーカー”をあるべき姿と考え、より優良なる専門化学会社を目指して、収益の長期安定

化と持続的成長に取り組んでおります。 

  また、環境の保全と安全の確保は経営の重要課題と認識し、レスポンシブル・ケア活動を積極

的に推進し、化学物質の排出削減などの環境負荷の低減、廃棄物の削減および有効利用等に努

めております。 

 

２． 目標とする経営指標 
平成16年 4月にスタートした当社グループの新たな取り組みである「ＤＥＮＫＡ“ニューステージ2006”」

では次の３つの指標を当面の目標（連結ベース）としております。 

売上高営業利益率  ： １０％以上 

自己資本比率        ： ５０％以上 

有利子負債額   ： ６５０億円以下 

 

３． 利益配分に関する基本方針 
企業価値の長期的な増大が、株主の皆様の利益の拡大につながるものと考えております。 

その上で、株主への配当を経営の最重要事項の一つとして認識し、将来の事業発展に備えるた

めに必要な内部留保の充実と、業績に裏付けされた株主への成果の配分とを、収益状況を勘案

しながら決定することを基本方針としております。なお、配当性向や株主資本配当率等の具体的な

目標は定めておりません。 

 

４． コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
＜１＞コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社および当社グループは、顧客や株主、地域社会、従業員など多くの関係者各位のご期待・

ご信頼に応えるべく、収益力や業容の拡大による事業基盤の強化を図る一方、社会の信頼と共

感を得られる企業であり続けようとする姿勢を徹底することで企業価値の向上に努力しております。

企業統治はそのための土台と考え、取締役会の活性化、監査体制の強化、経営機構の効率化、

コンプライアンス体制の整備強化を図っております。 

 

＜2＞コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

当社は企業統治機構として監査役制度を採用しております。「委員会等設置会社」については

当社の経営実態から大きくかけ離れており、現時点では採用を考えておりません。 

具体的には以下により運営しております。 

① 取締役会 

重要な業務執行に関する意思決定機関であり、業務執行取締役に対する監督機関でもあ

ります。業務執行については、副社長以下の各取締役が担当制または部門長の委嘱により

業務を分担し責任を持って遂行しております。 

また原則として監査役４名全員が取締役会に出席し、業務執行取締役から報告、事業の

説明を聞き、必要に応じて意見を述べるなど、取締役の業務執行状況の監視を行っております。 
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なお、社外取締役については、広範囲な製品群を持つ当社の経営実態から見て、社外取

締役に求められる機能・役割が充分に発揮されるとは必ずしも想定されず、現時点では選任

されておりません。 

② 監査役・監査役会・内部監査 

現在、４名の監査役による監査体制を敷いております。監査役４名中３名は社外監査役で

あり、経営に対する監督機能の充実に努めております。 

監査役会は毎月１回開催され、各監査役から監査業務の結果につき報告を受け、協議し

ております。また、業務執行の状況を聴取すべく、常勤監査役会を随時開催しております。 

監査役の職務補佐機関兼内部監査機関として監査室を設置し、専従のスタッフ２名を配

置しており、法務室・環境保安部・品質管理部等の内部監査実施部門との協力の元、内部

監査を実施しております。 

また、当該内部監査部門と監査役及び会計監査人とは、必要の都度相互の情報の交換

や意見交換を行い、監査の実効性と効率性の向上に努めております。 

③ 経営委員会 

少数の取締役（現在５名）を常任委員として構成され、毎月１回開催し経営の重要事項に

ついて討議の効率化と迅速化を図っております。 

④ その他委員会 

倫理委員会、設備投資委員会、ＲＣ委員会、ＰＬ委員会、安全保障管理委員会、危機管理

委員会等の全社横断的委員会が機能別に設置され、それぞれ該当社内規定に基づき、適

時開催され活発な活動を行っております。また、グループ企業の倫理規定を制定し、グループ

内従業員の行動指針としております。 

また、各委員会は経理部・総務部・法務室・環境保安部等の各管理部門と連携しリスク管

理体制を構築しております｡ 

⑤ 弁護士・会計監査人等その他第三者の状況 

法律上、会計上の問題に関し必要に応じ顧問弁護士や会計監査人等に個別テーマ毎に

相談しあるいは委嘱業務を処理していただいておりますが、経営上の関与はされておりませ

ん。 

⑥ 会計監査 

当社は、商法に基づく会計監査人及び証券取引法に基づく会計監査に中央青山監査法

人を起用しておりますが、同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員

と当社の間には、特別の利害関係はありません。 

・ 業務を執行した公認会計士の氏名： 

 滝日徹、轟茂道、福原正三 （滝日徹氏の当社の継続監査年数は 12 年であります） 

・ 監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されており、公

認会計士・会計士補を主たる構成員として、システム専門家等その他の補助者も加え

て構成されております。 
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≪内部統制の仕組み（模式図）≫ 

 選任・解任  選任・解任

 選任・解任  補佐

監査　 監査役スタッフ部門

会計監査

内部監査/リスク管理

内部監査実施各部門
総務部・法務室
環境保安部
品質管理部等
リスク管理実施各組織
危機管理委員会
倫理委員会
ＰＬ委員会等

各業務部門

代表取締役 監査室

業務執行取締役 監査法人

株　主　総　会

取締役 監査役
（取締役会） (監査役会)   監査

 

 

⑦ 役員報酬等の内容 

取締役 監査役 計    
区分 支給 

人員 
支払額 
（百万円） 

支給 
人員 

支払額 
（百万円） 

支給 
人員 

支払額 
（百万円） 

株主総会決議に基づく 
報酬 

 
19 

 
389 

 
4 

 
81 

 
23 

 
470 

利益処分による 
役員賞与 

 
16 

 
59 

 
4 

 
10 

 
20 

 
70 

株主総会決議に基づく 
退職慰労金 

 
3 

 
99 

 
- 

 
- 

 
3 

 
99 

（注） １．取締役に対する報酬額については、上記の他に部長職兼務給与（賞与含む）62 百

万円があります。 

    2．期末日現在の取締役は１６名、監査役は４名であります。  

⑧ 監査報酬 

     当社の監査法人である中央青山監査法人に対する報酬 

 支払額（百万円） 備      考 
監査証明に係る報酬 49 当社 32 百万円、連結子会社 17 百万円 
上記以外の報酬 1 当社 1 百万円 
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６．対処すべき経営課題と経営施策 
今後も経営環境はますます厳しさを増し、急激に変化していくものと予想しております。 

こうした環境認識の下、当社グループは収益性や財務体質においてさらに一段高いレベルに目

標を置いた全社的取り組みである「ＤＥＮＫＡ”ニューステージ 2006”」運動と、従来の小集団活動

を発展的に解消し、新たに部門長をリーダーとした「Ｇｏｏｄ Ｃｏｍｐａｎｙ Ｐｒｏｇｒａｍ」（略称ＧＣＰ）運

動を行動目標および指針として、以下の諸施策を実施し、企業価値の増大に努めてまいる所存で

す。 

・ 研究投資や設備投資の拡大 

 新製品や新分野を含めて当社の固有技術を活用した研究投資や設備投資を拡大し、重点

事業を中心に積極的な事業展開を行ってまいります。 

・ エレクトロニクス関連業務の集約・強化 

 成長の著しいエレクトロニクス関連製品について、事業のさらなる拡大を目指して昨年 6 月

に「電子材料事業本部」を新設し、研究開発・製造・販売のそれぞれの分野で集約と強化を

進めております｡ 

・ 基盤事業の国際競争力強化 

 現在の利益の源泉である基盤事業については一層のコストダウンを行い、国際競争力の

維持･強化を図ってまいります｡ 

・ 低収益事業の見直し 

 低収益事業の見直しを行い、収益力の強化を進めてまいります｡ 

・ 業務改革等による生産性の最大化 

 業務改革を継続し生産性の最大化を目指します｡ 

・ グループでの市場情報等を共有化できるシステム構築 

 ＥＲＰシステムの導入など戦略的なシステム構築を行い、グループにおける情報の共有や

意思決定の迅速化を図ってまいります｡ 

・ 企業の社会的責任の全う 

 法令遵守を企業の安定的存続の基盤と認識し、その徹底を図るとともに、操業の安全確保

や地球環境保全対策に積極的に取り組み、さらには雇用の安定に努めるなど、企業として

の社会的責任を全うすべく努力を続けてまいります。 
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経営成績及び財政状態 

 

１．当期の概況 
当期におけるわが国経済は、輸出や設備投資の増加に加え、個人消費も回復基調が見られるな

ど景気は堅調に推移しましたが、原油価格の高騰や期後半からは電子機器関連で在庫調整の動き

が見られるなど、景気の先行きに対する不透明感が高まっております。 

化学工業界におきましては、好調な米国経済や中国の高水準な経済成長を背景に輸出が増加す

るとともに、期半ばまでは電子機器向け素材の国内需要が拡大を続けましたが、期後半からの電

子機器関連の在庫調整などにより、需要拡大のテンポが失速いたしました。一方、原油・ナフサ

価格の高騰に伴い、期を通じて原料価格は上昇し、これを吸収するため製品価格の是正が行われ

ましたが、原油価格はさらに高騰を続けており足許の大きな懸念材料となっております。 

このような経済環境のもとで、当社グループは業容の拡大と収益の確保に全社をあげて注力い

たしました結果、当期の連結営業成績につきましては、売上高は 2,800 億 33 百万円と前期に比

べ289 億 17 百万円（11.5％）の増収となりました。 

収益面におきましては､原料価格の高騰などが減益要因となったものの、製品価格の是正を進

めるとともに電子機器関連材料や機能性樹脂等の高付加価値製品を中心に販売数量の拡大に努

めた結果、営業利益は 255 億 85 百万円（前期比 41 億 34 百万円、19.3％増益）を計上し、売上

高営業利益率は 9.1％（前期比 0.6 ポイントの改善）となりました。営業外損益では、持分法適

用会社の収支改善に伴う投資損益の改善や有利子負債の圧縮による金利負担の低減などにより、

経常利益は 218 億 97 百万円（前期比 42 億 87 百万円、24.3％増益）となりました。総資産のス

リム化・財務体質の強化を目的として、株式の持ち合い解消や社宅等保有不動産の換金化を積極

的に行いましたことから、特別損益にこれら資産の売却損益を計上いたしましたほか、関係会社

整理損失等の計上もあり、当期純利益は 135 億 87 百万円（前期比 30 億 32 百万円、28.7％増益）

となりました。 

以下セグメント別の営業概況をご説明申しあげます｡ 

 

＜有機系素材事業＞ （売上高 1,185 億 7 百万円） 
スチレンモノマーは、定期修繕実施に伴い生産数量が減少する中で付加価値の高い機能性樹脂

向けの自社原料用消費を優先したことにより輸出販売数量が大幅に減少しましたが、原料価格の

上昇に伴う国内外の販売価格の是正によって増収となりました。シンガポールの子会社デンカシ

ンガポール社での超高分子ポリスチレン樹脂の販売は、数量・価格とも好調に推移いたしました｡

汎用ＡＢＳ樹脂は、原料スチレンモノマーの不足により販売数量が減少しましたが、販売価格の

是正によって増収となりました。 

機能性樹脂では、透明ポリマーは、光学レンズ関連用途やゲーム機向け等が大幅に国内販売数

量を伸ばし販売価格も上昇いたしました。特殊樹脂“クリアレン”はＰＥＴボトル用シュリンク

フィルム向けを中心に好調に推移いたしました。また、耐熱ＡＢＳも自動車関連用途を中心に販

売数量・価格ともに順調に推移し、機能性樹脂全体では大幅な増収となりました。 

酢酸および酢酸ビニルは、国内販売を中心に数量が増加するとともに販売価格の是正により増

収となりました。ポバールは、国内・輸出ともに販売数量が順調に伸び増収となりました。 

クロロプレンゴムは、自動車関連用途や接着剤用途を中心に国内外ともに販売数量が増加し増

収となりました。また、耐熱・耐油性に優れた特殊合成ゴム“ＥＲゴム”は自動車用ホース向け

などに販売数量を大幅に伸ばしました。アセチレンブラックは当社およびデンカシンガポール社
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ともに順調に推移しました。 

この結果、当事業の売上高は 1,185 億 7 百万円と前期に比べ 206 億 98 百万円（21.2％）の増

収となりました。 

 

＜無機系素材事業＞ （売上高 466 億 81 百万円） 
肥料では、石灰窒素は若干の減収となりましたが、高珪酸質肥料“とれ太郎”が順調に販売数

量を伸ばしました。また、平成 15 年７月に日本重化学工業株式会社より譲り受けた腐植酸苦土

肥料“アヅミン”他の販売が通期寄与したこともあり、肥料全体では増収となりました。カーバ

イドは販売数量が増加するとともに販売価格も上昇しました。アルミナセメントやサルフェック

スは鉄鋼メーカーの生産増に伴い販売数量が増加し、価格の是正も進みました。また、結晶質ア

ルミナ短繊維“デンカアルセン”が電子部品焼成炉用途や自動車用途向けに販売数量を伸ばしま

した。 

セメントは、公共投資の工事量の減少により総需要が引き続き縮小する中で、国内の販売数量

の減少を輸出販売で補いましたが、減収となりました。 

特殊混和材においても、公共投資の減少により二次製品向けおよびトンネル工事向け製品の国

内販売数量が減少するなど総じて厳しい状況が続きましたが、無収縮グラウト材“デンカプレタ

スコン”の建築耐震工事用途が伸長したほか、コンクリートパイル用途向けに“デンカΣ-1000”

他の高強度混和材の販売数量が増加するとともに、膨張材“ＣＳＡ”が欧州向けに輸出販売数量

を伸ばしました。 

この結果、当事業の売上高は 466 億 81 百万円と前期に比べ 1 億 23 百万円(0.3％)の増収とな

りました。 

 

＜電子材料事業＞ （売上高 297 億 70 百万円） 
電子部材では、電子回路基板などの熱対策製品群は、産業機器や電鉄向けを中心に販売数量が

大幅に増加いたしました。構造用接着剤“ハードロック”は、車載用スピーカー向けを中心に販

売数量が大幅に増加し、また、光学レンズ向けなどに紫外線硬化型接着剤“ハードロックＯＰ／

ＵＶ”も順調に販売数量を伸ばしました。デナールシラン株式会社のモノシラン・ガスは順調

に販売数量を伸ばしました。 

電子包材では、電子部品、半導体のエンボスキャリアテープ用のカバーテープや半導体固定用

粘着テープ“エレグリップテープ”等が堅調に推移しましたが、期後半からの電子機器関連製品

の在庫調整の影響により、電子包材全体の売上高は、前期を下回る結果となりました。 

機能性セラミックスでは、半導体封止材向け球状溶融シリカフィラーの販売数量が国内および

シンガポールの子会社デンカアドバンテック社ともに増加し大幅な増収となりましたが、期後半

以降は需要の伸びが鈍化しております。窒化珪素やボロンナイトライド等のセラミックス粉体・

成型品･複合体も順調に販売数量を伸ばして増収となりました。 

この結果、当事業の売上高は 297 億 70 百万円と前期に比べ 27 億 64 百万円(10.2％)の増収と

なりました。 

 

＜機能・加工製品事業＞ （売上高 564 億 11 百万円） 
包装資材は、食品包装用のＯＰＳ（二軸延伸ポリスチレンシート）原反とデンカポリマー株

式会社のＯＰＳ加工品の販売数量が大幅に増加いたしました。 

建築資材では、プラスチック雨どい等は、住宅着工が堅調に推移したことなどにより、販売数

量を伸ばすとともに販売価格の是正も進みました。 
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産業資材では、工業資材向け電気絶縁テープは販売数量が増加しました。また、合繊かつら用

原糸“トヨカロン”も順調に販売数量を伸ばして増収となりました。 

医薬他では、関節機能改善剤（高分子ヒアルロン酸製剤）“スベニール”は、前期は第二期

増産工事の実施に伴い製造を休止していましたが、当期は通常操業に復したことから大幅な増収

となっております。デンカ生研株式会社は、国内検査試薬は競争の激化から減収を余儀なくされ

ましたが、主力製品であるインフルエンザワクチンおよび海外部門が順調に推移し増収となりま

した。 

この結果、当事業の売上高は564 億 11 百万円と前期に比べ 32 億 76 百万円(6.2％)の増収とな

りました。 

 

＜その他事業＞ （売上高 286 億 62 百万円） 
その他の事業では、子会社デンカエンジニアリング株式会社は、受注工事が増加したほか、山

富商事株式会社や日動産業株式会社の商社も堅調に販売が増加いたしました。 

この結果、当事業の売上高は286 億 62 百万円と前期に比べ 20 億 53 百万円(7.7％)の増収とな

りました。 

 

２．財政状態 
①資産、負債、資本の状況 

当期末の総資産は、前期末に比べ125 億 5 百万円増加して 3,282億 48百万円となりました。

販売増に伴う売掛債権の増加や原料価格の上昇によるたな卸資産の増加等により流動資産は前

期比 126 億 90 百万円増加の 1,118億 99 百万円となりました。固定資産は、業務システム再構

築に伴い無形固定資産が増加するとともに、持分法適用会社の収支改善や株式市況の好転によ

り投資有価証券が増加しましたが、社宅等保有不動産の換金化による有形固定資産の減少など

により前期比1 億 84 百万円減少の 2,163 億 48 百万円となりました。 

当期末の負債は、原料価格の上昇による買入債務の増加もありましたが、有利子負債の減少

により前期末に比べ36 億 15百万円減少して1,920 億 84 百万円となりました。設備投資を自己

資金の範囲で行うとともに投資有価証券や社宅用地等の資産売却を行ったことにより有利子負

債は前期比193 億 82 百万円減少の 1,010 億 66 百万円となり、借入金依存度は 30.8％（前期比

7.3 ポイントの改善）となりました。 

少数株主持分は、連結子会社の増益により前期比3 億 70 百万円増加の 54億 49 百万円とな

りました。 

資本は、当期純利益の増加に加え、新株予約権付社債の権利行使による資本金と資本準備金

の増加やその他有価証券評価差額金の増加等により1,307 億 15百万円となり、前期末に比べて

157 億 50百万円増加しております。この結果、株主資本比率は前期末の36.4％から39.8％と

なり、1株当たり株主資本は前期末の238 円 13 銭から 265円 71銭となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、業績の回復や利払いの減少などがありまし

たが、売上増加に伴う売掛債権の増加と原材料価格高騰に伴う棚卸資産の増加の影響により

297 億 3百万円と前期に比べ25 億 8 百万円の減少となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、耐熱樹脂増産工事や易開封性フィルム“カラリア

ンＹフィルム”増産工事など、重点成長事業への積極的な設備投資を実施いたしましたが、昨

年に引き続き株式の持合い解消に伴う投資有価証券の売却等の資産売却もあったことから、

85 億 12百万円の支出となり、営業キャッシュ・フローと合わせたフリー・キャッシュ・フロー
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は 211 億 90 百万円と、前期に比べ 29億 18 百万円の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローでは、配当金30 億 43 百万円を流出し、引き続き財務体

質強化のために170 億 55百万円を有利子負債の返済に充てました。 

その結果、現金及び現金同等物の当期末残高は 10億 94 百万円増加し77 億 24百万円となり

ました。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 

 13 年 3 月期 14 年 3 月期 15年 3月期 16年 3月期 17年 3月期 

自 己 資 本 比 率 ２５．１％ ２８．８％ ３２．６％ ３６．４％ ３９．８％ 

時 価 ベ ー ス の 
自 己 資 本 比 率 

４７．７％ ４８．７％ ４６．９％ ５６．５％ ５８．１％ 

債 務 償 還 年 数 ４．４年 ６．５年 ４．７年 ３．７年 ３．４年 

イ ン タ レ ス ト ・ 
カバレッジ・レシオ １０．５ ７．５ １６．３ ２１．９ ２３．２ 

自己資本比率 ： 自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 

債務償還年数 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利息支払額 

（注） １． いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 
 ２． 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 
 ３． キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。有利子負債は貸借対

照表に計上されている社債、借入金の合計額を対象としております。 

 

３．次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、中国経済の好調を背景に輸出主導型の景気回復基調が続き国内

経済も底堅く推移するものと思われますが、原油価格の高騰や電子機器関連での在庫調整の動向、

長期金利の上昇懸念等、経済の先行きは大変不透明になっております。 

このような経済環境の下、当社は高付加価値製品を中心に積極的な拡販に努めるとともに、引

き続き収益確保のためのコストダウンの進展を進めてまいる所存です。なお、本年度は会社創立

90周年に当たることから期末には 1円の記念配当を実施し１株当たり年７円としましたが、次年

度につきましては、普通配当にて１株当たり年７円の配当を予定しております。 

〔通期業績予想〕 

・ 売上高 3,050 億円  （前年度比   8.9％増） 
・ 営業利益 280 億円  （前年度比   9.4％増） 
・ 経常利益 240 億円  （前年度比   9.6％増） 
・ 当期純利益 150 億円  （前年度比  10.4％増） 
・ 配当金 年 7 円／株   

〔通期業績予想の前提条件〕 

・ 国産ナフサ価格  37,700 円／kl   
・ 為替レート      105 円／US$ 135 円／ﾕｰﾛ  
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当   期 前   期
    科               目 (平成17年3月31日現在) (平成16年3月31日現在) 増　　　減

金額 構成比 金額 構成比
【資   産   の   部】 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
流　　 動　   資  　 産

7,758   6,693   1,064
59,609  53,999  5,609
-       371     △ 371

37,246  31,841  5,405
1,647   1,412   234
5,948   5,223   725

△ 310     △ 333     22
111,899 34.1   99,209  31.4   12,690

固　　 定　   資  　 産
170,656 174,537 △ 3,880
2,428   381     2,047
38,260  35,715  2,544
5,030   5,523   △ 493
805     994     △ 189

△ 832     △ 618     △ 213
216,348 65.9   216,533 68.6   △ 184-       

資      産       合       計 328,248 100.0  315,742 100.0  12,505
【負   債   の   部】
流　　 動　   負  　 債

40,156  33,991  6,164
41,235  57,273  △ 16,037
6,000   -       6,000
5,000   12,990  △ 7,990
35,117  28,292  6,825
127,510 38.8   132,547 42.0   △ 5,037-        －  

固     定     負     債
30,000  25,000  5,000
18,830  25,185  △ 6,355
3,982   3,228   754
5,898   4,307   1,591
5,073   4,673   399
581     549     32
207     208     △ 0
64,573  19.7   63,152  20.0   1,421-       -     －  -        －  

負      債       合       計 192,084 58.5   195,699 62.0   △ 3,615-        －  
【少 数 株 主 持 分】

5,449   1.7    5,079   1.6    370
【資   本   の   部】

36,998  35,302  1,695
41,549  39,856  1,692
36,838  28,640  8,198
8,847   6,461   2,386
7,717   6,021   1,695

△ 995     △ 1,138   142
△ 241     △ 180     △ 60-        －  

資      本       合       計 130,715 39.8   114,964 36.4   15,750-        －  
負債､少数株主持分及び資本合計 328,248 100.0  315,742 100.0  12,505

連結貸借対照表

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
有 価 証 券
棚 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金
流 動 資 産 計

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
投 資 有 価 証 券
そ の 他
繰 延 税 金 資 産
貸 倒 引 当 金
固 定 資 産 計

支 払 手 形 及 び 買 掛 金
短 期 借 入 金
コ マ ーシ ャ ルペ ーパ ー
一年以内償還予定の社債
そ の 他
流 動 負 債 計

社 債
長 期 借 入 金
繰 延 税 金 負 債
土地再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金
役 員 退職 慰 労金 引当 金
そ の 他
固 定 負 債 計

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金

少 数 株 主 持 分

土 地 再 評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定
自 己 株 式
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連結損益計算書

当     期 前     期
    科               目 自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日 増　　　　減

至　平成17年３月31日 至　平成16年３月31日
金　　額 百分比 金　　額 百分比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円

売           上           高 280,033 100.0 251,116 100.0 28,917  
売      上       原       価 205,843 73.5 181,323 72.2 24,519  

売 上 総 利 益 74,189  26.5 69,792  27.8 4,397   

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 48,604  17.4 48,340  19.3 263     

営 業 利 益 25,585  9.1 21,451  8.5 4,134   

営    業    外     収     益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 584     474     109     
そ の 他 1,199   1,063   135     
営    業    外     費     用
支 払 利 息 1,228   1,428   △ 200     
そ の 他 4,243   3,950   292     

経 常 利 益 21,897  7.8 17,610  7.0 4,287   

特      別       利       益
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2,362   1,846   516     
固 定 資 産 売 却 益 86      394     △ 307     
特      別       損       失
関 係 会 社 整 理 損 1,660   －      1,660   
固 定 資 産 売 却 損 717     416     301     
事 業 整 理 損 293     －      293     
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 －      829     △ 829     
物流改善並びに樹脂設備整理損 －      574     △ 574     
投 資 有 価 証 券 評 価 損 －      423     △ 423     

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 21,675  7.7 17,607  7.0 4,068   

法 人 税､住 民 税 及 び 事 業 税 6,297   3,298   2,998   

法  人  税  等  調  整  額 1,273   3,226   △ 1,953   

少   数   株   主   利   益 517     527     △ 9       

当　　期    純    利    益 13,587  4.9 10,554  4.2 3,032   
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連結剰余金計算書

当     期 前     期
科　　　　目 自　平成16年４月１日 自　平成15年４月１日

至　平成17年３月31日 至　平成16年３月31日
【資 本 剰 余 金 の 部】 百万円 百万円

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ( 39,856 ) ( 39,856 )

資 本 剰 余 金 増 加 高 ( 1,692 ) ( －　 )

新 株 予 約 権 付 社 債 の 転 換 1,689 －　

自 己 株 式 処 分 差 益 3 －　

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ( 41,549 ) ( 39,856 )

【利 益 剰 余 金 の 部】

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ( 28,640 ) ( 22,538 )

利 益 剰 余 金 増 加 高 ( 13,597 ) ( 11,109 )

当 期 純 利 益 13,587 10,554

連 結 子 会 社 の 増 加 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高 10 229

連 結 子 会 社 の 合 併 に 伴 う
剰 余 金 増 加 高 －　 325

利 益 剰 余 金 減 少 高 ( 5,399 ) ( 5,007 )

利 益 配 当 金 2,922 2,895

役 員 賞 与 90 68

（ 内 監 査 役 分 賞 与 ） (10) (7)

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 2,386 2,043

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ( 36,838 ) ( 28,640 )
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連結キャッシュ・フロー計算書

当　　期 前　　期
         科              目 自　平成16年 4月 1日 自　平成15年 4月 1日

至　平成17年 3月31日 至　平成16年 3月31日
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 百万円 百万円
1. 税金等調整前当期純利益 21,675     17,607     
2. 減価償却費 13,060     14,447     
3. 連結調整勘定償却額 7          10△       
4. 繰延資産償却額 -          78         
5. 賞与引当金増減額 13         230△      
6. 退職給付引当金増加額 399        330        
7. 貸倒引当金増減額 190        49△       
8. 受取利息及び受取配当金 584△      474△      
9. 支払利息 1,228      1,428      
10. 持分法による投資利益 607△      562△      
11. 投資有価証券売却益 2,362△    1,846△    
12. 投資有価証券評価損 -          423        
13. ｺﾞﾙﾌ会員権評価損 -          829        
14. 関係会社整理損失 1,660      -          
15. 固定資産除売却損益 1,415      736        
16. 売上債権の増加額 5,550△    900△      
17. 棚卸資産の増加額 5,295△    1,995△    
18. 仕入債務の増減額 6,165      703△      
19. その他 3,061      3,874      
          小計 34,478     32,982     
20. 利息及び配当金の受取額 596        477        
21. 利息の支払額 1,279△    1,470△    
22. 法人税等の支払額及び還付額 4,092△    222        
営業活動によるキャッシュ・フロー 29,703     32,212     

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
1. 有価証券の取得による支出 -          371△      
2. 有価証券の売却による収入 371        372        
3. 有形固定資産の取得による支出 13,149△   13,449△   
4. 有形固定資産の売却による収入 2,377      2,515      
5. 無形固定資産の取得による支出 1,932△    -          
6. 投資有価証券の取得による支出 240△      1,203△    
7. 投資有価証券の売却による収入 3,042      4,091      
8. 連結の範囲の変更を伴う 988        -          
子会社の売却による収入
9. その他 28         56△       
投資活動によるキャッシュ・フロー 8,512△    8,102△    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
1. 短期借入金減少額 9,733△    14,013△   
2. 長期借入れによる収入 328        7,030      
3. 長期借入れの返済による支出 7,650△    7,399△    
4. 社債の発行による収入 10,000     -          
5. 社債の償還による支出 10,000△   5,000△    
6. 連結財務諸表提出会社による 2,922△    2,895△    
配当金の支払額
7. 少数株主への配当金の支払額 120△      121△      
8. その他 57△       39△       
財務活動によるキャッシュ・フロー 20,156△   22,438△   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 17         15△       
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 1,051      1,656      
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 6,630      4,882      
Ⅶ 新規連結子会社による現金及び 43         91         
現金同等物の影響額
Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 7,724      6,630      
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連結財務諸表の注記事項 

 １．連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 
  （１）連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

・連結子会社数 ２９社 ：デンカ生研㈱・デンカポリマー㈱・日之出化学工業㈱・ 
山富商事㈱ 他２５社 

・非連結子会社数 ２１社 ：うち持分法適用会社数 ２社：藤中産業㈱･蒲原生コン㈱ 
・関 連 会 社 数 ５３社 ：うち持分法適用会社数１６社：東洋スチレン㈱ 他１５社 

      （連結の範囲に関する重要性の原則を適用しております。） 
 
  （２）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

（a）連結の範囲  
    ①重要性の増加による増加 １社  ：デンカアヅミン㈱ 
    ②株式の売却による減少 １社  ：㈱ディー・アール・エム 
（b）持分法の範囲 異動ありません。 

 
  （３）連結子会社の決算日等に関する事項 

連結子会社のうち金沢デンカ生コン㈱他１１社の決算日は１２月３１日であります。 
また西日本高圧瓦斯㈱の決算日は１１月３０日であり１月３１日に仮決算を実施しておりま
す。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。 

 
 （４）会計処理基準に関する事項 
     ① 重要な資産の評価基準及び評価方法        

○ 棚 卸 資 産 ……………… 主として総平均法による原価法 
○ 有 価 証 券   
・ 満期保有目的債券 …… 償却原価法（定額法） 
・ そ の 他 有 価 証 券   
 時価のあるもの …… 主として期末日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売
却原価は主として移動平均法により算定） 

 時価のないもの ……  主として移動平均法による原価法 
 
     ② 重要な減価償却資産の減価償却方法 

 ・ 有 形 固 定 資 産 …… 主として定額法 
              
    ③ 重要な引当金の計上基準 

・貸倒引当金 
 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、一般債権については、貸倒実績率に
よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し回収不
能見込額を計上しております。 
・賞与引当金 
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、主として支給見込額に基づき計上し
ております。 
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・退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えて、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき、計上しております。なお、会計基準変更時差異(12,305百万円)については、
主として 10年による按分額を費用処理しております。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（主として 10
年）による定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定
年数（主として 10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度
から費用処理することとしております。 

 
     ④ 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 
      ⑤ 消費税等の会計処理方法 
        主として税抜方式によっております。 
 

  （５）連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

      連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 

 （６）連結調整勘定の償却に関する事項 

    連結調整勘定の償却については、５年間で均等償却しております。 

 

  （７）利益処分項目等の取扱いに関する事項 

      確定基準によっております。 

 

  （８）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資等からなっております。 

 

追加情報 

   法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法 

    実務対応報告第 12 号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示方法につ

いての実務上の取扱い」(企業会計基準委員会 平成 16 年 2 月 13 日)が公表されたことに伴い、

当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割 382 百万円を

販売費及び一般管理費として処理しております。 
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２．連結貸借対照表の注記事項 

                                            （単位：百万円） 

項       目 
当   期 

（平成17年3月期） 
前  期 

（平成16年3月期） 

①減価償却累計額 ２７６,６９４ ２７１,３２１ 

②受取手形割引高 ７８ ５９ 

 受取手形裏書譲渡高 １ ０ 

③偶発債務   

 保証債務 ６２３ １,６４５ 

④自己株式 ２４１ １８０ 

  （自己株式数） （８１３,９２８株）  （６４４,３９４株）  

 

 

３．連結損益計算書の注記事項  

（単位：百万円） 

項       目 
当   期 

（平成17年3月期） 
前   期 

（平成16年3月期） 

①連結調整勘定償却 
 ７ 

（一般管理費） 
 １０ 

（営業外収益） 

②持分法投資利益 
 ６０７ 

（営業外収益） 
 ５６２ 

（営業外収益） 

      

４．キャッシュ・フロー計算書の注記事項                                                                

     現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （単位：百万円） 

 
項             目 

当   期 
（平成17年3月期） 

前   期 
（平成16年3月期） 

  現金及び預金 ７,７５８ ６,６９３  

  預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △   ３３ △   ６３  

 
 現金及び現金同等物 ７,７２４ ６,６３０ 

 

 

５.リース取引関係 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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６．有価証券 
  
 当期（平成 17 年 3月 31 日現在） 
 
(1)その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                    （単位：百万円） 

当   期（平成 17 年 3 月 31 日現在） 
 種 類 

取 得 原 価 連結貸借対照表計 上 額 差    額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1)株 式 
(2)債 券 

７,７６２ 
－ 
２０,１２４ 

－ 
１２,３６１ 

－ 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1)株 式 
(2)債 券 

４３３ 
－ 

３６９ 
－ 

△６４ 
－ 

合    計  ８,１９６ ２０,４９３ １２,２９７ 
 
 
(2)当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 16 年 4 月 1 日 至 平成 17年 3月 31 日） 
  

売却額（百万円） 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額（百万円） 

３,０４３ ２,３６２ ０ 
 
 
(3)時価のない有価証券の主な内容 

                                                 （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
（平成17 年 3 月 31日現在） 

その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 
   非公募内国債    

 
６,１７９ 
１２６ 

 
 前期（平成 16 年 3月 31 日現在） 
 
(1)その他有価証券で時価のあるもの 
                                                                    （単位：百万円） 

前   期（平成 16 年 3 月 31 日現在） 
 種 類 

取 得 原 価 連結貸借対照表計 上 額 差    額 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 

(1)株 式 
(2)債 券 

７,９４３ 
－ 
１７,７７２ 

－ 
９,８２８ 
－ 

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 

(1)株 式 
(2)債 券 

４５８ 
－ 

４１３ 
－ 

 △４５ 
－ 

合    計  ８,４０１ １８,１８５ ９,７８３ 
 
 
(2)前連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成 15 年 4 月 1 日 至 平成 16年 3月 31 日） 
  

売却額（百万円） 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額（百万円） 

４,０８８ １,８９５ ４８ 
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(3)時価のない有価証券の主な内容 

                                                 （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
（平成16 年 3 月 31日現在） 

1.満期保有目的の債券 
  割引金融債等 
2.その他有価証券 
  非上場株式（店頭売買株式を除く） 
   非公募内国債    

 
３７１ 
 

６,３７５ 
１３０ 

 

７．デリバティブ取引 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

８．退職給付 

 

 (1)採用している退職給付制度の概要 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を

設けております。また一部の国内連結子会社では、中小企業退職金共済制度を採用しております。 
 
(2)退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

 当   期 
（平成17年3月期） 

前   期 
（平成16年3月期） 

① 退職給付債務 △２６,８６１ △２７,２０８ 
② 年金資産 １３,７８３ １３,０４５ 

③ 未積立退職給付債務 ①＋② △１３,０７７ △１４,１６３ 
④ 会計基準変更時差異未処理額 ５,４４７ ６,６７５ 
⑤ 未認識過去勤務債務     ４４ △    ４７ 
⑥ 未認識数理計算上の差異他 ２,５１２ ２,８６０ 

⑦ 退職給付引当金 ③＋④＋⑤＋⑥ △ ５,０７３ △ ４,６７３ 

  （注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 
(3)退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 当   期 
（平成17年3月期） 

前   期 
（平成16年3月期） 

① 勤務費用 １,２３４ １,１６９ 
② 利息費用 ３２９ ４５６ 
③ 期待運用収益 △   １６５ △  １９９ 
④ 会計基準変更時差異の処理額 １,２２８ １,１７０ 
⑤ 過去勤務債務の費用処理額     ４ △    ０ 
⑥ 未認識数理計算上の差異処理額他 ４７３ ５３２ 

⑦ 退職給付費用 ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥ ３,１０６ ３,１２９ 

  （注）１．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「①勤務費用」に計上しております。 

２．中小企業退職金共済制度を採用している連結子会社の掛金及び勤続加算金は「⑥未認識数

理計算上の差異処理額他」に含めております。 
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(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

 当   期 
（平成17年3月期） 

前   期 
（平成16年3月期） 

① 退職給付見込額の期間配分方法  期間定額基準  期間定額基準 
② 割引率  主として 1.2％  主として 1.2％ 
③ 期待運用収益率  主として 1.2％  主として 1.2％ 
④ 過去勤務債務の額の処理年数 主として 10 年 主として 10 年 
⑤ 数理計算上の差異の処理年数  主として 10年  主として 10年 
⑥ 会計基準変更時差異の処理年数  主として 10年  主として 10年 

 

 

９．税効果会計 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 

 
当   期 

（平成17年3月期） 
前   期 

（平成16年3月期） 

 
繰延税金資産 
繰越欠損金 
貸倒引当金損金算入限度超過額 
未払事業税 
役員退職慰労金引当金 
退職給付引当金超過額 
賞与引当金 
棚卸資産及び固定資産未実現損益 
その他有価証券評価損 
ゴルフ会員権評価損 
その他 

（百万円） 
 
２２ 
２６１ 
５２２ 
２３３ 
１,８５２ 
７８２ 
４４０ 
２９７ 
７５３ 
５８７ 

（百万円） 
 
５５ 
２５６ 
２７９ 
２２０ 
１,６１０ 
７６０ 
４２９ 
３８９ 
９８５ 
５６２ 

繰延税金資産計 ５,７５４ ５,５５０ 

繰延税金負債 
  その他有価証券評価差額金 
固定資産減価積立金 
その他 

 
４,８３７ 
２,３４９ 
９８ 

 
３,９０５ 
２,３６２ 
１１８ 

繰延税金負債計 ７,２８４ ６,３８６ 

繰延税金資産（負債）の純額 △１,５２９ △  ８３６ 
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10．関連当事者との取引 

  当期（自平成 16年４月１日 至平成17 年３月 31日） 

 (1)子会社等                                 （単位：百万円） 

関係内容 

属  

性 

会 社 等 

の 名 称 

住 

所 

資本金

又 は

出資金 

事業の 

内 容 

議決権

等の所

有割合 
役 員 の 

兼 任 等 

事業上の 

関  係 

取引の 

内 容 

取  引 

金  額 
科目 

期  末 

残 高 

関連
会社 

東 洋 ス
チ レ ン
㈱ 

東
京
都
港
区 

5,000 

ポリスチレ
ン樹脂の製
造・加工・
販売 

直接 
50％ 

兼任 
 3 名 
出向 
 3 名 

当社より原
料となるス
チレンモノ
マーを販売 

当 社 製
品 の 販
売 

13,852 売掛金 5,067 

関連
会社 
菱 三 商
事㈱ 

東
京
都
港
区 

1,200 

パルプ、紙、
無機･有機
工業製品及
び工業樹脂
等の国内販
売業･輸出
入業 

直接 
37.7％ 

兼任 
 2 名 
出向 
 1 名 
転籍 
 1 名 

当社より合
成樹脂製品
他を販売 

当 社 製
品 の 販
売 

9,821 

売掛金 
 
受 取 手
形 

3,572 
 
6 

 （注）1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

    2.上記各社への当社製品等の販売については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
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セ  グ  メ  ン  ト  情  報
（当　　期：自平成１６年４月１日  至平成１７年３月３１日）
（前　　期：自平成１５年４月１日  至平成１６年３月３１日）

１． 事業の種類別セグメント情報
（単位：百万円）

当　　期

有 機 系
素材事業

無 機 系
素材事業

電子材料
事 業

機 能 ・
加工製品
事 業

そ の 他
事 業

計 消去又は
全 社

連 結

Ⅰ.売上高及び営業損益
(1) 外部顧客に対する
売上高 118,507 46,681 29,770 56,411 28,662 280,033 －     280,033

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 6,877 3,090 1,820 2,427 4,950 19,166 (19,166) － 

計 125,385 49,772 31,590 58,839 33,612 299,199 (19,166) 280,033

営 業 費 用 116,738 45,646 26,286 51,934 33,049 273,656 (19,208) 254,447

営 業 利 益 8,646 4,125 5,303 6,905 562 25,543 41 25,585

Ⅱ.資産、減価償却費
及び資本的支出
資産 96,586 54,739 32,017 59,189 9,937 252,470 75,778 328,248

減価償却費 5,043 3,078 2,129 2,808 22 13,082 (21) 13,060

資本的支出 5,640 2,727 4,502 3,657 14 16,543 (49) 16,493

前　　期

有 機 系
素材事業

無 機 系
素材事業

電子材料
事 業

機 能 ・
加工製品
事 業

そ の 他
事 業 計

消去又は
全 社 連 結

Ⅰ.売上高及び営業損益
(1) 外部顧客に対する
売上高 97,809 46,557 27,005 53,135 26,609 251,116 －     251,116

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 5,937 3,222 1,759 2,298 4,206 17,424 (17,424) － 

計 103,746 49,779 28,765 55,433 30,815 268,540 (17,424) 251,116

営 業 費 用 98,461 45,130 23,704 49,403 30,455 247,156 (17,491) 229,664

営 業 利 益 5,284 4,648 5,060 6,029 360 21,384 67 21,451

Ⅱ.資産、減価償却費
及び資本的支出
資産 86,295 55,539 27,965 58,176 10,852 238,830 76,912 315,742

減価償却費 6,252 3,181 2,029 2,951 49 14,463 (15) 14,447

資本的支出 4,462 2,231 1,764 4,865 39 13,362 (27) 13,335

（注）１．事業区分の方法
事業区分は、製品の種類・性質の類似性を考慮して区分しております。

（事業区分の方法の変更）
　当社は、平成16年６月29日付で、電気・電子、磁気、半導体、光関連製品を中心とする電子材料
事業の更なる拡大を目指し「電子材料事業本部」を新設する等、各事業部門の機構改革と研究開発
体制の再編を行いました。
　これに伴い、事業区分を従来の「樹脂・化成品」、「有機・無機化学品」、「機能・加工製品」、
「セメント・建材」及び「その他」から、「有機系素材」、「無機系素材」、「電子材料」、「機
能・加工製品」及び「その他」の５区分に変更することといたしました。
　なお、前期のセグメント情報は、当期において用いた事業区分の方法によって記載しております。
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２．各事業区分の主要製品

事  業　区　分 主   要   製   品

有機系素材事業 スチレンモノマー、ポリスチレン樹脂、ＡＢＳ樹脂、クリアレン、

耐熱・透明樹脂、酢酸、酢ビ、ポバール、

クロロプレンゴム、アセチレンブラック  他

無機系素材事業 肥料、カーバイド、耐火物、セメント、特殊混和材  他

電子材料事業 溶融シリカ、電子回路基板、ファインセラミックス、電子包装材料  他

機能・加工製品事業 食品包装材料、ワクチン、関節機能改善剤、診断薬、

建設資材・産業資材  他

その他事業 プラントエンジニアリング  他

３．前期及び当期における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用はありま
　　せん。

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、前期が76,912百万円、当期が
　　75,778百万円であり、その主なものは、親会社での金融資産（現金及び預金、有価証券、投資有
　　価証券）、管理部門に係る資産であります。

２．所在地別セグメント情報
      前期及び当期において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占め
　　る「本邦」の割合がいずれも９０％を超えているため記載を省略しております。

３．海外売上高 
 （単位：百万円）

ア  ジ  ア そ  の  他 計

当　　期 Ⅰ．海外売上高 44,961       13,488       58,449       

Ⅱ．連結売上高 －           －           280,033      

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に 16.1％ 4.8％ 20.9％
　　占める割合 (％)

ア  ジ  ア そ  の  他 計

前　　期 Ⅰ．海外売上高 38,115       11,687       49,802       

Ⅱ．連結売上高 －           －           251,116      

Ⅲ．海外売上高の連結売上高に 15.2％ 4.6％ 19.8％
　　占める割合 (％)

（注）１．地域は地理的近接度により区分しております。
      ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。
        (1) アジア・・・中国、韓国、マレーシア、インドネシア、台湾、中近東  他
      ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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